
第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における世界経済は、原油をはじめとする資源価格の底打ちや米国経済の拡大など、緩やかな成長

を維持した一方で、グローバリズムへの反動等により、先行きの不確実性が高まった。我が国経済においても、年

度後半の円安基調による企業収益の一部回復や設備投資の堅調な推移があったものの、今後の米国の通商政策等へ

の不透明感なども生じた。

このような状況の下、当連結会計年度における当社グループの受注高は、防衛・宇宙、機械・設備システムセグメ

ントが増加したものの、エネルギー・環境、交通・輸送セグメントが減少したことにより、前連結会計年度を

2,098億43百万円（△4.7％）下回る４兆2,756億94百万円となった。 

売上高は、機械・設備システム以外のセグメントが減少したことにより、前連結会計年度を1,327億91百万円

（△3.3％）下回る３兆9,140億18百万円となった。 

営業利益は、防衛・宇宙以外のセグメントが減少したことにより、前連結会計年度を1,589億63百万円

（△51.4％）下回る1,505億43百万円、経常利益は、持分法による投資損失を営業外費用に228億円45百万円計上し

たことなどにより、前連結会計年度を1,482億６百万円（△54.4％）下回る1,242億93百万円となった。 

また、特別利益として投資有価証券売却益及び固定資産売却益を1,149億８百万円計上する一方で、特別損失とし

て客船事業関連損失引当金繰入額等を694億83百万円計上した。以上の結果、親会社株主に帰属する当期純利益

は、前連結会計年度を238億85百万円（＋37.4％）上回る877億20百万円となった。 

 

セグメントの業績は、次のとおりである。

ア. エネルギー・環境 

海外では、米国とメキシコで、世界最高水準の高効率運転を実現するJ形ガスタービンを受注したほか、イン

ドネシアで超々臨界圧火力発電プラント向け設備を受注し、国内でも、福島県のいわき市と双葉郡で世界最新

鋭の石炭ガス化複合発電設備を受注した。しかしながら、前年度に海外大型案件の成約があった化学プラント

やGTCC（Gas Turbine Combined Cycle）の減少等により、受注高は前連結会計年度を3,163億７百万円

（△15.8％）下回る１兆6,887億70百万円となった。 

売上高は、火力発電システムの減少等により、前連結会計年度を723億42百万円（△4.7％）下回る１兆4,704

億37百万円となった。営業利益は、円高の影響等もあり、前連結会計年度を441億９百万円（△28.5％）下回

る1,105億57百万円となった。 

 

イ. 交通・輸送 

交通システムで新交通ゆりかもめ向け全自動無人運転車両を受注し、また、開発中のリージョナルジェット

機MRJについては新たに20機を成約して累計成約機数を427機に伸ばしたものの、前年度に米国シェールガス

革命を背景に複数のLNG船・LPG船を受注した商船や、大型案件を成約した交通システムの減少等により、受

注高は、前連結会計年度を1,919億77百万円（△31.6％）下回る4,151億58百万円となった。 

売上高は、交通システムが増加したものの、民間航空機等が減少したことにより、前連結会計年度を331億52

百万円（△6.0％）下回る5,153億58百万円となった。営業損益は、民間航空機の売上高の減少やMRJ開発費用

の増加、円高の影響等により、前連結会計年度から1,064億95百万円悪化し、519億83百万円の損失となっ

た。 

 

ウ. 防衛・宇宙 

宇宙関連事業では、H-ⅡAロケットによる準天頂衛星初号機「みちびき」の後継機の打上げ輸送サービスを受

注したほか、H-ⅡBロケットによる国際宇宙ステーション補給機の打上げ輸送サービスを受注した。また、防

衛関連事業でも、能力向上型の地対空誘導弾ペトリオット「PAC-3 MSE」を受注した。以上の結果、受注高は

前連結会計年度を2,544億56百万円（＋56.8％）上回る7,021億99百万円となった。 

売上高は、H-ⅡA/Bロケットの打上げが前年度の年間3機から4機に増えた宇宙関連事業が増加したものの、飛

しょう体等の減少により、前連結会計年度を144億64百万円（△3.0％）下回る4,706億６百万円となった。営

業利益は、宇宙関連事業の売上高の増加等により、前連結会計年度を21億99百万円（＋8.5％）上回る279億88

百万円となった。 
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エ. 機械・設備システム 

前連結会計年度にユニキャリアホールディングス株式会社を当社グループに迎えて事業規模が拡大した物流

機器のほか、自動車の燃費規制の強化を追い風にターボチャージャが増加したことにより、受注高は前連結

会計年度を718億27百万円（＋5.2％）上回る１兆4,643億92百万円となった。 

売上高は、設備投資停滞の影響を受けた製鉄機械やコンプレッサが減少したものの、物流機器やターボチャ

ージャの増加等により、前連結会計年度を56億86百万円（＋0.4％）上回る１兆4,380億44百万円となった。

営業利益は、コンプレッサの売上高の減少等により、前連結会計年度を75億７百万円（△9.4％）下回る725

億70百万円となった。 

 

オ. その他 

受注高は前連結会計年度を23億96百万円（△1.5％）下回る1,604億77百万円、売上高は前連結会計年度を14

億８百万円（△0.8％）下回る1,759億26百万円、営業利益は前連結会計年度を18億86百万円（△14.9％）下

回る107億31百万円となった。 

 

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ578億62百

万円（△19.3％）減少し、2,424億４百万円となった。これは、営業活動及び投資活動によるキャッシュ・フロー

に対して、財務活動によるキャッシュ・フローにおける支出が1,389億71百万円増加したことなどによるものであ

る。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、959億13百万円の資金の増加となり、前連結会計

年度に比べ1,740億89百万円（△64.5％）減少した。これは、新規事業への開発投資の増加や一部の主力事業の営

業利益が減少したことに加え、新規事業の生産立上げ準備や受注済みの大型プロジェクトの進捗に伴い運転資金負

担が増加したことなどによるものである。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、87億12百万円の資金の増加（前連結会計年度は

2,624億79百万円の減少）となった。これは、投資支出が減少したことに加え、子会社株式の売却及び有形固定資

産の売却により収入が増加したことなどによるものである。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、1,620億78百万円の資金の減少となり、前連結会

計年度に比べ1,389億71百万円支出が増加した。これは、短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの返済による支

出が増加したことなどによるものである。 
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

セグメントの名称

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

金額（百万円） 前連結会計年度比（％）

エネルギー・環境 1,520,142 ＋1.8 

交通・輸送 536,408 △10.7 

 防衛・宇宙 465,565 △4.0 

機械・設備システム 1,410,014 △0.1 

その他 59,193 △19.7 

合計 3,991,323 △1.8 

 （注）１．上記金額は、大型製品については契約金額に工事進捗度を乗じて算出計上し、その他の製品については完成

数量に販売金額を乗じて算出計上している。

２．セグメント間の取引については、各セグメントの金額から消去している。

３．上記金額には、消費税等は含まれていない。

 

(2) 受注状況

セグメントの名称

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

受注高（百万円） 前連結会計年度比(％) 受注残高(百万円) 前連結会計年度比(％)

エネルギー・環境 1,688,770 △15.8 3,835,499 ＋0.8 

交通・輸送 415,158 △31.6 1,523,527 △7.5 

防衛・宇宙 702,199 ＋56.8 1,007,992 ＋29.6 

機械・設備システム 1,464,392 ＋5.2 653,045 △0.4 

その他 160,477 △1.5 8,499 △22.0 

調整額 △155,302 ― ― ― 

合計 4,275,694 △4.7 7,028,565 ＋1.9 

 （注）１．受注高については、「エネルギー・環境」、「交通・輸送」、「防衛・宇宙」、「機械・設備システム」及

び「その他」にはセグメント間の取引を含んでおり、「調整額」でセグメント間の取引を一括して消去して

いる。

２．受注残高については、セグメント間の取引を各セグメントの金額から消去している。

３．上記金額には、消費税等は含まれていない。
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(3) 販売実績

セグメントの名称

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

金額（百万円） 前連結会計年度比（％）

 エネルギー・環境 1,470,437 △4.7

交通・輸送 515,358 △6.0

防衛・宇宙 470,606 △3.0

機械・設備システム 1,438,044 ＋0.4

その他 175,926 △0.8

調整額 △156,354 ―

合計 3,914,018 △3.3

 （注）１．「エネルギー・環境」、「交通・輸送」、「防衛・宇宙」、「機械・設備システム」及び「その他」にはセ

グメント間の取引を含んでおり、「調整額」でセグメント間の取引を一括して消去している。

２．上記金額には、消費税等は含まれていない。 
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３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

以下の記載事項のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものである。 

 

(1) 経営方針

当社グループは、パワー、インダストリー＆社会基盤、防衛・宇宙、航空機等、社会を支える様々な分野で、卓

越した技術力に裏付けされた信頼できる製品・サービスの提供を通して、人々が安全で豊かな生活を営める社会

の進歩に貢献することを経営の基本方針としている。 

この基本方針に基づき、経営の基盤となる技術力・ものづくり力の向上、伸長事業への設備投資や研究開発、人材

等の経営資源の集中、急速に進展するグローバル化への対応等の施策を実施し、事業体質の一層の強化に努めてい

る。 

 

(2) 経営戦略等

当社グループは、中期経営計画「2015事業計画」の下、「たゆみない技術力の強化と研鑽、経営の革新及び変化

と多様性への適応により、世界の発展に貢献し、共に成長を続ける企業」を目指して、「事業規模拡大加速によ

るグローバル競争力強化」、「財務基盤の更なる強化と高収益性追求」、「企業統治と経営プロセスのグローバ

ル適合推進」の基本方針に基づき、各種施策を強力に推進している。 

当社グループが、今後も持続的に成長していくためには、事業規模拡大によりグローバル競争力を強化していく必

要があり、５兆円超の事業規模の実現を目指している。また、事業成長及び大きな変革に備えるために自己資本の

積増しによる財務基盤の強化を図るとともに、収益性の向上によるROE10%以上の達成を目標としている。 

 

(3) 対処すべき課題

「2015事業計画」の下、事業規模の拡大・定常収益力の向上や財務基盤の強化が進捗する一方、LNG船のコスト悪

化、三菱日立パワーシステムズ株式会社における事業規模拡大とPMIの遅れ、MRJ開発の長期化と費用の増加、民間

航空機の生産量減少など、当社グループは大きな課題にも直面している。 

これらの課題を克服して当社グループが今後も持続的に成長するために、既に実行中の補強施策や、個別事業に

おける競争力強化に加え、次期事業計画の先行策として、グローバル/ローカル経営の最適化や、生産部門の革

新、アセットマネジメントの更なる強化を図るとともに、長期成長戦略への取組みを推進していく。 

 

ア. 個別事業における競争力強化 

三菱日立パワーシステムズ株式会社、Primetals Technologies社及び三菱重工フォークリフト＆エンジン・タ

ーボホールディングス株式会社の３社では、PMIをより一層加速する。特に三菱日立パワーシステムズは、総

資産の増加に対して事業規模の拡大が追いついていない状況であり、従来の水準の売上でも十分な収益を確保

できるようにするため、固定費と変動費の双方の削減に取り組むとともに、事業体制・製造拠点の再編などを

進めていく。また、GTCC新設需要が当面停滞することも予想され、これの対策としてIoTやAIを活用したサー

ビス事業の強化などにも取り組んでいく。 

民間航空機事業では、新たな市場環境に見合った事業体制を確立すべく、生産部門の革新とスキル・技能の向

上や、多能工化による人材の有効活用を推進する。 

商船事業では、当社の強みであるエンジニアリング力の一層の強化を図るとともに、他社とのアライアンスを

含めた事業構造改革に引き続き取り組んでいく。 

これらの対策に加えて、既に大きな成果を上げている戦略的事業評価制度に基づく事業の選択と集中も、更に

進めていく。 

 

イ. グローバル/ローカル経営の最適化 

当社グループの事業が全世界的に拡大するにつれて、グループ全体のリソースの最適活用を追求するグローバ

ル経営と、各地域におけるローカル経営の双方を同時に強化していくことが重要な課題となっている。具体的

には、コーポレート業務の一層の共通化や外注化等によりグループ全体での効率化を図る一方、海外における

ローカル経営では、営業力の強化に向けたローカル人材の更なる活用や各地域の特性に適した経営を追求して

いく必要がある。 

これに対応するため、現在の品川本社の機能をグローバル経営とローカル経営に分割することとし、それぞれ

の最適化に取り組んでいく。新経営体制への移行は平成30年末頃をめざしており、国内外グループ会社に共通

したグローバルポリシーの展開など各種施策を推進していく。 

 

ウ. 生産部門の革新 

IoTやAI、ロボティクスなどの急速な技術進歩とそれに伴う産業構造の変化を受け、工場作業等に質的な変化

が起こっており、これに対応するため、最新技術の研究・導入により、生産プロセス・システムの改革に努め

ていく。 
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また、国内市場の成熟や海外生産の拡大等により、海外において工場管理や技術指導などの業務が増加する一

方、国内の従来型業務は減少する傾向にある。このような変化に適合できる人材を育成していくため、専門組

織による教育や研修を通じて技能・スキルの高度化や多能化・職種転換などを推進し、生産プロセス・システ

ムの改革と併せて、生産部門の革新に取り組んでいく。 

 

エ. アセットマネジメントの更なる強化 

当社グループのアセットマネジメントでは、土地・建物の売却による一過性のキャッシュの獲得ではなく、バ

ランスシートにおける潜在的価値を具現化する一手段として、アセットの組換えを通じた資産や事業の付加価

値向上を図ってきた。今後はそれを更に深化させ、当社グループの資産全体を集中管理する手法等も検討し、

当社グループの有形・無形の資産価値の最大化や適正なリターンを追求していく。 

 

オ. 長期成長戦略への取組み 

変化のスピードが極めて速いグローバル市場において、当社グループの長期成長戦略を考えていくには、当社

グループ内の取組みにこだわることなく、外部の最先端の知見を積極的に取り込んでいく必要があり、これを

推し進めていくための組織として、「イノベーション推進研究所（仮称）」の設立を検討していく。本研究所

では、研究者の外部登用を促進し、研究者に大きな裁量を与えるなど従来にない発想とアプローチを取り入れ

て、それぞれの研究者が自由度の高い研究活動を国内外で行い、その成果を当社グループの基盤技術や新製品

の開発などに活用する。 

また、最先端技術の事業化、革新的な経営の実現を通じて、次期事業計画においては、当社グループの中長期

的な事業戦略と、その迅速な遂行のための体制を具現化し、さらにそれを着実に実行することで「三菱重工グ

ループによる日本発のグローバル経営」を進めていく。 

 

当社グループは、以上の諸施策に加え、今後もコンプライアンスやCSR（企業の社会的責任）を経営の重要課題と

しつつ、より一層の企業価値向上を図るとともに、社会の持続的発展に貢献していく。 

 

- 18 -

2017/06/22 19:22:41／16230478_三菱重工業株式会社_有価証券報告書（通常方式）



４【事業等のリスク】

当社グループ（当社及び連結子会社）を取り巻くリスク要因には、為替変動・金利等の経済リスク、貿易制限・カン

トリーリスク等の政治リスク、製造物責任等の法務リスク、自然災害・事故等の災害リスク、株価変動・投資等の市

場リスクをはじめ様々なものがあるが、有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがある。

なお、記載事項のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものである。

(1) 財政状態、経営成績の変動にかかる事項

 ア．経済情勢

当社グループの経営成績は、日本及び世界各国・地域の経済情勢変動の影響を受ける可能性がある。日本では

民間設備投資等の推移、海外では米国・欧州や新興国の経済情勢の変動が挙げられるが、複雑化する今日の世

界経済の下では、必ずしも当社グループが事業を展開している当該国又は地域経済の情勢のみの影響を受ける

とは限らない。

 イ．輸出・海外事業

当社グループは、世界各国・地域における輸出・海外事業の拡大を図っているが、部品の現地調達や現地工事

に伴う予期しないトラブル、納期遅延や性能未達による契約相手方からの請求、契約相手方のデフォルト等の

要因が、当社グループの経営成績に影響を与える可能性がある。さらに、当社グループは、新興国での総合的

なインフラ整備等に積極的に参画するなど、新たなビジネスモデルの構築・拡大に取り組んでいるが、各国政

府が民間企業を主導して新興国を中心とした大規模インフラ開発案件の受注活動に力を入れており、激しい競

争に必ず勝ち残るという保証はない。

 ウ．為替レートの変動

当社グループの輸出・海外事業の取引は、主に米ドルやユーロ等の外貨建てで行われており、為替レートの変

動が当社グループの競争力に影響を与える可能性がある。また、国内事業においても為替レートの変動による

海外競合企業のコスト競争力の変化により、当社グループの競争力に影響が生じる可能性がある。さらに、国

内競合企業と当社グループの為替レート変動に対する影響度合いが異なる場合は、国内外における当該企業と

の競争力にも影響が生じる可能性がある。当社グループは外貨建て取引にあたり、資材の海外調達拡大による

外貨建て債務の増加及び為替予約等によりリスクヘッジに努めているが、為替レートの変動は当社グループの

経営成績に影響を与える可能性がある。

 エ．資金調達

当社グループは、将来見通しも含めた金利動向を勘案して資金調達を実施しており、低利・安定資金の確保に

努めているが、金利の大幅な変動をはじめとする金融市場の状況変化は、将来における当社グループの経営成

績に影響を与える可能性がある。

 オ．退職給付費用及び債務

当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、数理計算上設定した前提条件に基づいて算出しており、その

主要な前提条件は退職給付債務の割引率及び年金資産の長期期待運用収益率である。これらの前提条件は妥当

なものと判断しているが、実際の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合は、将来にわ

たって当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性がある。また、年金資産の運用利回りの変

動や割引率決定の基礎となる優良社債利回りの変動は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える

可能性がある。

(2) 特定取引先への依存等にかかる事項

 ア．M&A・アライアンス

当社グループは、多くの製品事業について、他社とのM&A・アライアンスを通じて、その強化・拡大を図ってい

るが、市場環境の変化、事業競争力の低下、他社における経営戦略の見直し、その他予期せぬ事象等を理由と

して、これらのM&A・アライアンスが目論見どおり実現できない場合、当社グループの事業に影響を与える可能

性がある。
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 イ．資材調達

当社グループの事業活動には、原材料、部品、機器及びサービスが第三者から適時・適切に、かつ十分な品質

及び量をもって供給されることが必要である。このうち一部の原材料・部品等については、その特殊性から調

達先が限定されているものや調達先の変更が困難なものがあり、これら原材料・部品等の品質上の問題、供給

不足、納入遅延及び災害に伴う生産停止等の発生は、当社グループの事業に影響を与える可能性がある。ま

た、需給環境の変化等による原材料・部品等の供給価格の高騰は、当社グループの業績に影響を与える可能性

がある。

 

(3) 特定製品・技術にかかる事項

 ア．製品競争力

当社グループは、性能・信頼性・価格面で常に顧客から高い評価を得るよう、更には市場の動きを先取りした

新たな機能やソリューションを提案できるよう、研究開発や設備投資を中心にした製品競争力の強化を進めて

いるが、国内外の競合企業において当社グループのそれを上回る製品競争力の強化が行われるなどした場合に

は、当社グループの事業に影響を与える可能性がある。

 イ．製品の品質等

当社グループは、製品の品質や信頼性の向上に常に努力を払っているが、製品の性能、納期上の問題や製品に

起因する安全上の問題について契約相手方やその他の第三者から国内外で請求を受け、また訴訟等を提起され

る可能性がある。これらについて、当社グループが最終的に支払うべき賠償額が製造物責任賠償保険等で補填

されるという保証はない。また、製品の仕様変更や工程遅延等に起因するコスト悪化が、当社グループの経営

成績に影響を与える可能性がある。

 ウ．知的財産 

当社グループは、研究開発の成果である知的財産を重要な経営資源の一つと位置づけ、この経営資源を特許権

等により適切に保全するとともに、第三者への技術供与や第三者からの技術導入を行っている。しかしなが

ら、必要な技術導入を第三者から必ず受けられる（又は有利な条件で受けられる）という保証はない。また、

知的財産の利用に関して競合企業等から訴訟等を提起され敗訴した場合、特定の技術を利用できなくなり、ま

た損害賠償責任を負い、事業活動に支障をきたすおそれがある。従業員又は元従業員から、職務発明の対価に

関する訴訟が提起されないという保証はない。

 

(4) 法的規制にかかる事項

 ア．法令・規制

当社グループは、国内外で各種の法令・規制（租税法規、環境法規、労働・安全衛生法規、独占禁止法・反ダ

ンピング法等の経済法規、贈賄関連法規、貿易・為替法規、建設業法等の事業関連法規、金融商品取引所の上

場規程等）に服しており、当社グループでは法令遵守の徹底を図っている（「第４ 提出会社の状況」の「６ 

コーポレート・ガバナンスの状況等」に当社の状況を記載）。法令・規制に関しては、当社グループは、当局

等による捜査・調査の対象となるほか、当局等から過料、更正、決定、課徴金納付、営業停止等の行政処分若

しくはその他の措置を受け、また当局やその他の利害関係者から損害賠償請求訴訟等を提起される可能性があ

る。

なお、平成25年９月に、当社が米国司法省との間で、特定の顧客向けのカーエアコン用コンプレッサ及びコン

デンサに係る販売に関して米国独占禁止法に違反した事実があったことを認め、司法取引に合意したことに関

連して、当社及び当社の子会社を含む複数の事業者に対し民事賠償を求める訴訟が北米において提起され、こ

れに対応している。 

 イ．環境規制

当社グループは、大気汚染、水質汚濁、土壌・地下水汚染、廃棄物処理、有害物質の使用、省エネルギー及び

地球温暖化対策等に関し、国内外において各種の環境規制に服している。これらの規制が将来厳格化された場

合や、過去、現在及び将来の当社グループの事業活動に関係し、法的責任に基づき賠償責任を負うこととなっ

た場合、また社会的責任の観点から任意に有害物質の除去等の対策費用を負担するなどした場合は、当社グル

ープの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性がある。
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 (5) 従業員、関係会社等にかかる事項

 ア．人材の確保

当社グループの競争力は、研究開発、設計、調達、製造、建設等の各職種における優れた専門的知識や技能を

持った従業員により支えられている。当社グループは、グローバルな事業活動を一層進める中で優秀な人材を

多数確保するため、国内に加え海外でも積極的な採用活動を行っているが、必ずしも十分に確保できる保証は

ない。また、技術・技能伝承の強化等、人材の育成にも努めているが、十分な効果が出るという保証はない。

 イ．関係会社 

当社の連結子会社、持分法適用非連結子会社、持分法適用関連会社は、当社と相互協力体制を確立している一

方、自主的な経営を行っているため、これら関係会社の事業や業績の動向が、当社グループの財政状態及び経

営成績に影響を与える可能性がある。

 

 (6) その他の事項

 ア．災害

当社グループは、暴風、地震、落雷、洪水、火災、感染症の世界的流行（パンデミック）等の各種災害に対し

て損害の発生及び発生時の損害の拡大を最小限におさえるべく、点検・訓練の実施、連絡体制・事業継続計画

（BCP）の整備に努めているが、このような災害による物的・人的被害及び社会インフラの重大な障害・機能低

下により当社グループの活動（特に工場等における生産活動）が影響を受ける可能性がある。また、これによ

る損害が損害保険等でカバーされるという保証はない。

 イ．情報セキュリティ

当社グループは、事業の遂行を通じて、顧客等の機密情報に多数接しているほか、当社グループの技術・営

業・その他事業に関する機密情報を保有している。コンピュータウィルスの感染や不正アクセスその他不測の

事態により、機密情報が滅失若しくは社外に漏洩した場合、当社グループの事業に影響を与える可能性があ

る。
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５【経営上の重要な契約等】

(1) MHI冷熱株式会社との吸収分割契約

当社は、平成28年５月17日、当社が営む冷熱事業を当社の子会社であるMHI冷熱株式会社（以下、「MHI冷熱」とい

う。）に承継させる会社分割（以下、「本吸収分割」という。）について、MHI冷熱と吸収分割契約（株主総会の決

議による承認を要しない吸収分割契約）を締結することを決定し（定款の定めに基づく取締役会における決議による

委任に従い、当該委任を受けた取締役が決定したもの）、同日、MHI冷熱との間で吸収分割契約を締結した。 

本吸収分割の概要は、以下のとおりである。

ア. 本吸収分割の目的

冷熱市場は、経済動向や環境規制等の影響を受けやすい事業環境にあり、国内外の競争も年々厳しくなってい

る。そのような状況の中で当社冷熱事業は順調に拡大しているものの、グローバル市場における競争で勝ち残

るには事業環境の変化に応じた機動的な事業運営の実現と迅速な意思決定を行っていく必要がある。 

そこで、グローバル市場での競争力を強化して更に事業を発展させるために、当社が営む冷熱事業を当社の子

会社であるMHI冷熱に承継させることとした。

イ. 本吸収分割の日程 

平成28年５月17日 吸収分割契約締結

平成28年10月１日 効力発生日

ウ. 本吸収分割の方法及び割当ての内容

当社を吸収分割会社とし、MHI冷熱を吸収分割承継会社とする分社型簡易吸収分割である。

MHI冷熱は、本吸収分割に際して普通株式90株を発行し、その全てを当社に対して割当交付する。

エ. 本吸収分割に係る割当ての内容の算定根拠等

承継会社は分割会社の100％子会社であり、かつ本吸収分割は資産及び負債を帳簿価額で承継させ、本吸収分

割により承継会社が発行する全株式を当社に割り当てる分社型吸収分割であることから、両社間で協議し、割

り当てる株式数を決定した。

オ. 承継会社が承継する権利義務

①MHI冷熱は、当社と平成28年５月17日に締結した吸収分割契約の定めに従い、当社が以下の対象事業に関し

て有する資産、負債及びこれらに付随する権利義務を承継する。（ただし、吸収分割契約において承継しな

いと定めたものを除く。）

（対象事業）

冷熱製品及びその関連製品の設計、製造、調達、品質保証、販売及びサービスに係る事業（これに附帯する

事業を含む）

②本吸収分割による当社からMHI冷熱に対する債務その他の義務の承継は、全て重畳的債務引受の方法によ

る。

カ. 承継会社が承継する資産・負債の状況（平成28年10月１日現在）

MHI冷熱が承継する資産の額は455億円、負債の額は329億円である。

キ. 本吸収分割後の承継会社の概要（平成28年10月１日現在）

商号 三菱重工サーマルシステムズ株式会社

本店の所在地 東京都港区港南二丁目16番５号

代表者の氏名 取締役社長 楠本 馨

資本金の額 120億円

事業の内容
冷熱製品及びその関連製品の設計、製造、調達、品質保証、販売及びサービスに係

る事業（これに附帯する事業を含む）
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(2) 三菱重工エンジン＆ターボチャージャ株式会社との吸収分割契約 

当社は、平成28年５月17日、当社が営むエンジン・ターボチャージャ事業を当社の子会社である三菱重工エンジン＆

ターボチャージャ株式会社（以下、「三菱重工エンジン＆ターボチャージャ」という。）に承継させる会社分割（以

下、「本吸収分割」という。）について、三菱重工エンジン＆ターボチャージャと吸収分割契約（株主総会の決議に

よる承認を要しない吸収分割契約）を締結することを決定し（定款の定めに基づく取締役会における決議による委任

に従い、当該委任を受けた取締役が決定したもの）、同日、三菱重工エンジン＆ターボチャージャとの間で吸収分割

契約を締結した。 

本吸収分割の概要は、以下のとおりである。

ア. 本吸収分割の目的

当社のエンジン・ターボチャージャ事業を取り巻くグローバル化の流れに対応し、より一層の規模拡大及び新

分野・新技術への取組み強化を図るとともに、親和性の高い両事業を集約して独自性と機動性を高めた組織を

構築し、迅速な意思決定を行える体制を整えるため、当社が営むエンジン・ターボチャージャ事業を当社の子

会社である三菱重工エンジン＆ターボチャージャに承継させることとした。

イ. 本吸収分割の日程 

平成28年５月17日 吸収分割契約締結

平成28年７月１日 効力発生日

ウ. 本吸収分割の方法及び割当ての内容

当社を吸収分割会社とし、三菱重工エンジン＆ターボチャージャを吸収分割承継会社とする分社型簡易吸収分

割である。

三菱重工エンジン＆ターボチャージャは、本吸収分割に際して普通株式90株を発行し、その全てを当社に対し

て割当交付する。

エ. 本吸収分割に係る割当ての内容の算定根拠等

承継会社は分割会社の100％出資（間接保有）の子会社であり、かつ本吸収分割は資産及び負債を帳簿価額で

承継させ、本吸収分割により承継会社が発行する全株式を当社に割り当てる分社型吸収分割であることから、

両社間で協議し、割り当てる株式数を決定した。

オ. 承継会社が承継する権利義務

①三菱重工エンジン＆ターボチャージャは、当社と平成28年５月17日に締結した吸収分割契約の定めに従い、

当社が以下の対象事業に関して有する資産、負債及びこれらに付随する権利義務を承継する。（ただし、吸

収分割契約において承継しないと定めたものを除く。）

（対象事業）

エンジンの設計、製造、調達、品質保証、建設、販売及びサービスに係る事業（これに附帯する事業を含

む）並びにターボチャージャの設計、製造、調達、品質保証、販売及びサービスに係る事業（これに附帯す

る事業を含む）

②本吸収分割による当社から三菱重工エンジン＆ターボチャージャに対する債務その他の義務の承継は、全て

重畳的債務引受の方法による。

カ. 承継会社が承継する資産・負債の状況（平成28年７月１日現在）

三菱重工エンジン＆ターボチャージャが承継する資産の額は1,189億円、負債の額は931億円である。

キ. 本吸収分割後の承継会社の概要（平成28年７月１日現在）

商号 三菱重工エンジン＆ターボチャージャ株式会社

本店の所在地 神奈川県相模原市中央区田名3000番地

代表者の氏名 取締役社長 花沢 芳之

資本金の額 250億円

事業の内容

エンジンの設計、製造、調達、品質保証、建設、販売及びサービスに係る事業（こ

れに附帯する事業を含む）並びにターボチャージャの設計、製造、調達、品質保

証、販売及びサービスに係る事業（これに附帯する事業を含む）

 

- 23 -

2017/06/22 19:22:41／16230478_三菱重工業株式会社_有価証券報告書（通常方式）



(3) その他重要な契約 

契約会社名
相手方

内容 契約日付 摘要 
名称 国籍

三菱重工業㈱

（当社）
㈱日立製作所 日本 

火力発電システムを主体と

する分野での事業統合に関

する統合比率、範囲、合弁

会社の概要、その他諸条件
に係る基本契約 

平成25年６月11日 （注）１ 

火力発電システムを主体と
する分野での事業統合に関

する、合弁会社の運営等に

係る契約 

三菱重工業㈱

（当社）

三菱日立製鉄機械㈱

（連結子会社） 

Siemens 

Aktiengesellschaft 
ドイツ 

製鉄機械事業の統合に向け

た各社の権利義務、諸条件

及び合弁会社の概要等に係

る契約 
平成26年５月７日 （注）２ 

製鉄機械事業の統合手続に

係る契約 

（注）１．当該契約に係る事業は、三菱日立パワーシステムズ㈱で行っている。 

２．当該契約に係る事業は、Primetals Technologies, Limited（英国）で行っている。 
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６【研究開発活動】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、各製品の競争力強化や今後の事業拡大につながる研究開発を推進してい

る。 

各セグメント別の主な研究開発の状況及び費用は次のとおりであり、当連結会計年度におけるグループ全体の研究開

発費は総額で1,607億22百万円である。なお、この中には受託研究等の費用539億92百万円が含まれている。 

 

(1) エネルギー・環境 

天然ガス・原子力等のクリーン燃料及び再生エネルギーの利用技術、分散型電源システム、高効率発電システム

等、エネルギー供給に係る市場ニーズに対応した付加価値の高い製品とオペレーション・メンテナンスサービス事

業の拡大に対応した技術の研究開発に取り組んでいる。 

当セグメントに係る研究開発費は515億68百万円であり、主な研究開発は次のとおりである。 

・タービン入口温度を高く維持したまま燃焼器の空冷化を可能とする「次世代空冷システム」の実用化検証及び

「空冷式1,650℃級ガスタービン」の要素技術の開発 

・「石炭ガス化複合発電(IGCC)プラント」の信頼性・経済性を更に向上させ、また、これまで利用されなかった高

水分・高灰分の低品位炭を有効に活用する技術の開発 

・原子力プラントについての①安全性向上に関する技術の開発、②経済産業省公募プロジェクトへの参画による東

京電力福島第一原子力発電所等の事故対応に関する技術の開発、③既設プラントの廃止措置に関する技術の開発 

・舶用機械・エンジンの複合製品群プロジェクト「プロジェクトMEET」における①低圧排気ガス再循環(EGR)シス

テム搭載のエンジンの開発、②次世代推進システム「STaGE」の開発、③電動アシスト過給機の開発 

・統合制御システム(EMS)、電力マネジメント、製品稼働履歴の分析効率化・有効活用技術の開発(ビッグデータ分

析技術の適用) 

 

(2) 交通・輸送 

省エネルギー、環境負荷低減、信頼性、快適性に優れた、船舶、交通システム、民間航空機等の最先端の製品開

発に取り組んでいる。 

当セグメントに係る研究開発費は450億23百万円であり、主な研究開発は次のとおりである。 

・船舶に対する地球温暖化ガス抑制、排気ガス規制、低硫黄燃料の使用規制等の環境規制に対応する環境対策技術

の開発 

・汎用部品の多用や内外装の簡素化により大幅なコスト低減を実現する新興国向け新交通システム車両の開発、

Automated Guideway Transitシステムの低騒音・低振動化及び安全性評価の実施 

・世界最高レベルの運航経済性と客室快適性を兼ね備えた次世代のリージョナルジェット旅客機「MRJ」の開発 

 

(3) 防衛・宇宙 

日本のリーディングカンパニーとして、長年にわたり防衛・宇宙機器開発で培った技術を駆使して、最先端の製品

開発に取り組んでいる。 

当セグメントに係る研究開発費は311億90百万円であり、主な研究開発は次のとおりである。 

・先進技術実証機で培った高いステルス技術と組み合わることで将来戦闘機の有効性を高めるセンサやミサイル管

制の統合化技術、及びそれらのインテグレーション技術の開発 

・H3ロケットのコスト低減・信頼性向上に資する制御技術及び製造技術の開発 

・重要インフラの制御システム向け等のサイバーセキュリティ技術の開発 

 

(4) 機械・設備システム 

各産業向けの基礎設備及び社会インフラ等を提供するために、市場・需要の多様化に対応した製品固有の研究開発

に取り組むとともに、個別製品の最新かつ高度な先進技術を各製品に幅広く適用する取組みを行っている。 

当セグメントに係る研究開発費は214億24百万円であり、主な研究開発は次のとおりである。 

・自走を想定したカメラ搭載ロボットによる部品供給・搬出の自動化、外観検査の自動化、IoT技術を活用したス

マートファクトリ化の推進等によるターボチャージャー製造ラインの高度化 

・オゾン層破壊係数が0で地球温暖化係数(GWP)が従来の約1/3の超高効率パッケージエアコンの開発 

 

(5) その他・共通

当社次期製品の市場競争力確保のために必要となるキー技術や、次期・次世代の製品開発に必要かつ複数製品の共

通基盤となるプラットフォーム技術開発に取り組んでいる。 

「その他・共通」に係る研究開発費は115億16百万円であり、主な研究開発は次のとおりである。 

・大規模数値解析技術によるタービン/圧縮機の全段解析などの先進流動解析技術の開発 

・先進AI技術を用いたリスク要因検出の支援システムの開発 
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載事項のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものである。

(1) 重要な会計方針及び見積

当社グループ（当社及び連結子会社）の連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基

準に基づき作成されている。連結財務諸表の作成にあたり、期末時点での状況を基礎に、連結貸借対照表及び連結

損益計算書に影響を与えるような項目・事象について見積を行う必要がある場合がある。

当社グループの重要な会計方針の下で、財政状態及び経営成績に影響を与える重要な項目・事象について見積を行

う場合とは以下のとおりである。

ア. たな卸資産の評価

当社グループは、たな卸資産について、期末における収益性の低下の有無を判断し、収益性が低下していると

判断されたものについては、帳簿価額を正味売却価額又は処分見込価額まで切り下げている。収益性の低下の

有無に係る判定は、原則として個別品目ごとに、その特性や市況等を総合的に考慮して実施している。

また、受注工事に係るたな卸資産について、受注工事損失引当金の計上対象案件のうち、期末の仕掛品残高が

期末の未引渡工事の契約残高を既に上回っている工事については、その上回った金額は仕掛品の評価損として

計上し、収益性の低下を反映させている。

イ. 有価証券の評価

当社グループは、その他有価証券のうち時価のある有価証券について時価評価を行い、評価差額については税

効果会計適用後の純額を、その他有価証券評価差額金として純資産の部に含めて表示している。時価が著しく

下落して回復の見込がないと判断されるものについては減損処理を実施している。減損の判定は下落幅及び帳

簿価額を下回った期間の長さを考慮して実施している。

また、時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券については、実質価額の下落幅を考慮して減損

の判定を行い、回復の見込がないと判断されるものについて減損処理を実施している。

ウ. 債権の回収可能性

当社グループは、金銭債権の回収可能性を評価して貸倒見積高を算定し、引当金を計上している。

貸倒見積高算定の対象となる債権は、日常の債権管理活動の中で、債権の計上月や弁済期限からの経過期間に

債務者の信用度合等を加味して区分把握している。

貸倒見積高の算定に際しては、一般債権については貸倒実績率を適用し、貸倒懸念債権及び破産更生債権等に

ついては個別に相手先の財務状況等を考慮して、回収可能性を吟味している。

エ. 退職給付費用及び債務

当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出しており、

その主要な前提条件は退職給付債務の割引率及び年金資産の長期期待運用収益率である。

割引率は、期末における優良社債の利回りを基礎に設定している。年金資産の長期期待運用収益率は、現在及

び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率

を考慮して設定している。

オ. 繰延税金資産

当社グループは、繰延税金資産について、将来の税金負担額を軽減する効果を有するかどうかの回収可能性を

吟味し、回収が不確実であると考えられる部分に対して評価性引当額を計上して繰延税金資産を減額してい

る。

回収可能性の判断に際しては、将来の課税所得の見積額と実行可能なタックス・プランニングを考慮して、将

来の税金負担額を軽減する効果を有すると考えられる範囲で繰延税金資産を計上している。

カ. 収益及び費用の計上基準

当社グループは、工事契約のうち期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準により、その他については契約条件に基づく引渡し又は役務提供完了時点（見込品の場合は工場出荷

時点）に収益を計上している。

工事進行基準の進捗率の見積は原価比例法によっており、進捗率の見積に用いる工事収益総額、工事原価総

額、決算日における工事進捗度のすべてが信頼性をもって見積ることができる場合に、成果の確実性が認めら

れる工事として工事進行基準を適用している。

また、未引渡工事のうち期末で損失が確実視され、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事につい

ては、翌期以降に発生が見込まれる損失を受注工事損失引当金に計上している。
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キ. 固定資産の減損 

当社グループの資産グルーピングは、主として戦略的事業評価制度における事業単位とし、賃貸用資産、遊休

資産及び事業の廃止・移管に伴う処分見込資産は原則として個々の資産グループとして取り扱っている。当該

資産又は資産グループが生み出す将来キャッシュ・フローが帳簿価格を下回った場合は、帳簿価額を回収可能

価額まで減額している。回収可能価額は正味売却額と使用価値のいずれか高い方の金額としている。正味売却

額は処分見込価格から処分見込費用を控除した額を使用しており、使用価値は将来キャッシュ・フローに基づ

き算定している。

 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の売上高は、機械・設備システム以外のセグメントが減少したことにより、前連

結会計年度を1,327億91百万円（△3.3％）下回る３兆9,140億18百万円となった。 

営業利益は、防衛・宇宙以外のセグメントが減少したことにより、前連結会計年度を1,589億63百万円

（△51.4％）下回る1,505億43百万円となった。 

営業外損益は、前連結会計年度に比べ持分法による投資損益が悪化したものの、為替差損益が改善したことなど

により、前連結会計年度から107億57百万円改善し、262億49百万円の費用（純額）となった。 

以上により、経常利益は、前連結会計年度を1,482億６百万円（△54.4％）下回る1,242億93百万円となった。 

また、特別利益として投資有価証券売却益、固定資産売却益を1,149億８百万円計上する一方で、特別損失として

客船事業関連損失引当金繰入額等を694億83百万円計上した結果、税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度を

370億36百万円（＋27.9％）上回る1,697億18百万円となり、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度

を238億85百万円（＋37.4％）上回る877億20百万円となった。 

 

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの経営に影響を与える大きな要因としては、市場動向、為替動向、資材費動向、海外事業における

個々の契約、事故・災害、ものづくり力低下等がある。 

市場動向については、当社グループの事業が関係する市場の多くにおいては、国内外の巨大企業との熾烈なグロー

バル競争が今後も展開されると予想されることから、当社グループを取り巻く経営環境は依然として厳しい状況で

推移するものと認識している。こうした中、当社グループは、グローバル市場におけるリスクへの対応力を高め、

名実ともに存在感のある企業グループとして勝ち残り、成長していくため、事業規模の拡大と利益増大による財務

基盤の強化を図るとともに、企業統治・業務執行体制を高度化していく。 

為替動向については、当社グループの輸出・海外事業の取引が主に外貨建てで行われていることから、事業競争力

や経営成績に与える影響が大きく、為替変動リスクを最小限に抑える必要がある。このため、海外調達や海外生産

を拡大し外貨建て債務を増加させることで外貨建て債権に係る為替リスクの低減を図るとともに、円建て契約の推

進やタイムリーな為替予約の実施等によるリスクヘッジにも取り組んでいく。 

資材費動向については、鋼材、非鉄金属、原油等の価格上昇への対応、設計の標準化、部品の共有化、標準品の採

用推進、包括契約・海外生産の拡大等に取り組むほか、資材取引先との関係を強化し、従来以上に密接な情報交換

を行い、更なるコスト削減努力を行っていく。 

海外事業における個々の契約については、現地調達資材の品質不良・納期遅延、現地労働者の技量不足や労働慣習

の特異性に加え、契約条件の片務性等のリスクがある。これらのリスクを回避・低減するため、契約の締結前に、

事業部門だけではなくコーポレート部門も関与し、現地で調達・労働契約等を締結する際の留意事項を確認すると

ともに、顧客との契約条件については徹底した事前検証を行い、片務的条件の排除を図っていく。 

事故・災害については、現場作業に携わる作業員の意識改革など継続的な現場管理活動により、経営に重大な影響

を与えるような事故・災害の事前抑制に努めていく。 

ものづくり力低下については、特に世代交代に伴う技術・技能の伝承問題等が懸念されるが、生産プロセス革新に

向けた合理化投資やものづくり技術等への研究開発投資を集中的に行うとともに、人材の強化・育成に取り組むこ

とで、ものづくり基盤の維持・強化を図っていく。 

 

(4) 戦略的現状と見通し

「３ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおり。
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(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

ア. キャッシュ・フロー計算書に係る分析

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、959億13百万円の資金の増加となり、前連結

会計年度に比べ1,740憶89百万円減少した。これは、新規事業への開発投資の増加や一部の主力事業が営業利

益減となったことに加え、新規事業の生産立上げ準備や受注済みの大型プロジェクトの進捗に伴い運転資金

負担が増加したことなどによるものである。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、87億12百万円の資金の増加（前連結会計年度は2,624億79百万円の減

少）となった。これは、投資支出が減少したことに加え、有形固定資産の売却及び子会社株式の売却により

収入が増加したことなどによるものである。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,620憶78百万円の資金の減少となり、前連結会計年度に比べ1,389億

71百万円支出が増加した。短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの返済による支出が増加したことなどによ

るものである。 

イ. 資金需要の主な内容 

当社グループの資金需要は、営業活動については、生産活動に必要な運転資金（材料・外注費及び人件費

等）、受注獲得のための引合費用等の販売費、製品競争力強化・ものづくり力強化及び新規事業立上げに資す

るための研究開発費が主な内容である。投資活動については、事業伸長・生産性向上及び新規事業立上げを目

的とした設備投資及び事業遂行に関連した投資有価証券の取得が主な内容である。 

今後、成長分野に対しては必要な設備投資や研究開発投資、投資有価証券の取得等を継続していく予定であ

る。全体的には、将来見込まれる成長分野での資金需要も見据え、最新の市場環境や受注動向も勘案し、資産

の圧縮及び投資案件の選別を行っていく予定である。 

ウ. 有利子負債の内訳及び使途 

平成29年３月31日現在の有利子負債の内訳は下記のとおりである。

（単位：百万円）
 

  合計 償還１年以内 償還１年超

短期借入金 205,679 205,679 －

長期借入金 444,887 97,729 347,157 

社債 275,000 60,000 215,000

合計 925,566 363,409 562,157 

当社グループは比較的工期の長い工事案件が多く、生産設備も大型機械設備を多く所有していることもあり、

一定水準の安定的な運転資金及び設備資金を確保しておく必要がある。近年の事業規模拡大により、これら必

要資金は増加する傾向にあるが、その一方で、引き続き資産圧縮に努め、期限の到来した借入金を返済してき

た結果、当連結会計年度末の有利子負債の構成は、償還期限が１年以内のものが3,634憶９百万円、償還期限

が１年を超えるものが5,621憶57百万円となり、合計で9,255憶66百万円となった。 

これらの有利子負債は事業活動に必要な運転資金、投資資金に使用しており、資金需要が見込まれる火力発電

システム、民間航空機等の伸長分野を中心に使用していく予定である。 

エ. 財務政策 

当社グループは、運転資金、投資資金についてはまず営業キャッシュ・フローで獲得した資金を投入し、不足

分について有利子負債の調達を実施している。 

長期借入金、社債等の長期資金の調達については、事業計画に基づく資金需要、金利動向等の調達環境、既存

借入金の償還時期等を考慮の上、調達規模、調達手段を適宜判断して実施していくこととしている。 

一方で、有利子負債を圧縮するため、キャッシュマネジメントシステムにより当社グループ内での余剰資金の

有効活用を図っており、また、売上債権、たな卸資産の圧縮や固定資産の稼働率向上等を通じて資産効率の改

善にも取り組んでいる。 

自己株式については、事業計画の推進状況、当社の業績見通し、株価動向、財政状況及び金融市場環境の改善

等を総合的に勘案して取得を検討していくこととしている。 
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